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1．はじめに一問題の所在
　社会科が出発して今年で30年を迎えた。戦後教育史の中でも，新教育の焦点となり，多
くの課題を背負いこんでしまった社会科が，とにもかくにも現在に至るまで，その名目を
保ったことは，その出発後の数年の苦難を考えれば，やはり特筆に価することであろう。
　しかし，たびたびの学習指導要領の改訂は社会科の性格を大きく変え，その教科構造や
学習内容さらには，学習形態も大きく変ってきた。
　とくに社会科における歴史教育の占める位置には独自の変化がみられた。社会科教育吏
の一般的な理解からすれば，（1）社会科の変質は1950（昭和25）年前後の朝鮮戦争にともな
うアメリカの占領政策の転換によってわが国の政治や教育政策にも大きな連鎖反応をおこ
す形で進行する。当時の天野貞祐文相の，社会科を解体して地理・歴史・道徳教育の強化
をめざすという発言は，多くの論議をよび，道徳教育や歴史教育の独立論をよびおこし，
そしてついには1956（昭和31）年2月，まず中学校学習指導要領社会科編（第二次改訂）
において，地理的分野，歴史的分野，政治・経済・社会的分野の三分野に事実上分解し，
それまでの総合社会科と単元学習の性格が後退することになった。しかし，小学校におい
ては，道徳と歴史をめぐる国民的論議のたかまりが，社会科をまもる方向で成果をあげ
たが，ついに1958（昭和33）年の改訂に至って歴吏と地理の分野の系統化がなされてく
る。
　このように初期社会科が1950年ごろから解体の方向をたどるという通説的理解が認めら
れるのは，基本的には，1947年（昭和22），社会科の成立時点において，小学校の社会科
も中学校の社会科も，綜合社会科として，歴吏教育の内容を完全に包みこんでしまったと
考えられてきたからであろう。
　つまり歴史教育は小・中ともに社会科の中にインテグレートされていたとみなし，それ
を前提とすることで，歴吏教育独立論や社会科解体論が生じてくるわけである。
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　たしかに昭和22年版学習指導要領一般編（試案）第三章r教科課程」の二，　r小学校の
教科課程と時間数」において新しい小学校の社会科の性格をrこの社会科は従来の修身・
公民・地理・歴吏を，ただ一括して社会科という名をつけたというのではない。社会科は
今日のわが国民の生活から見て，社会生活についての良識と性格とを養うことが極めて必
要であるので，そういうことを．目的として新たに設けられたのである。ただこの目的を達
するには，これまでの修身・公民・地理・歴吏などの教科の内容を融合して，一体として
学ばれなくてはならないので，それらの教科に代わって社会科が設けられたわけである」
と説明している。つづいて同じ一般編の中学校をみると，三，「新制中学校の教科と時間
数」において，　r社会科，自由研究を設けたわけは，すでに小学校の場合に述べたと同様
である」とあって，小・中ともに社会科は修身・公民・地理・歴吏などの教科の内容を融
合したものとして，まったく同じ性格であるとされているのである。
　さらに，学習指導要領社会科編（1）および（1［）をみても社会科の定義は（1）のr社
会科とは」によって小・中とも共通であることは周知の事実である。そして中学校全学年
と高校一年まではrなお継続してこの総合的学習がなされる」ことになっており，　r教
科そのものの内容によって系統だてるようなことはやめることとした」と明言してさえい
るのである。
　したがって社会科批判がたかまるにつれてその社会科のとらえ方が，常に小・中が同一
の原理に立つものとして論じられていたことは，その意味で当然のことであった。
　そのようなとらえ方に対し，いわゆる文部省社会科の生みの親の一人である重松鷹泰
氏は，社会科出発後，8年をへた1955（昭和30）年，その間の社会科批判の動きをふまえて
つぎのようにのべていることは注目される。（2）rしかし，この文部省の社会科というもの
が，実は，小学校のそれと，中等学校のそれとが相当いちじるしくちがっているのであ
る。このちがいというものが，無視されていることは，不思議である。」として，ここで
小・中の社会科のちがいの方を強調し，それを無視して，小・中を同一に論ずるr日本の
教育評論家たちの教育の取扱い方や，一般人の教育にたいする考え方における，大きな欠
陥」を批判している。さらに，氏はなぜ小・中の「二つの社会科」が生じたかについてい
くつかの理由をあげているが，C　I　E側・文部省側ともに社会科作成にあたる委員が二分
されていたことが大きな理由となっている。しかし根本的には小学校において「固定した
教材を認めないという線を確保し，子どもたちの考え方自身の深くなることを重視」した
のに対し，中学校においてはr文化遺産の継承」を重視し，そのためにr学習すべき知識
の組織」を明らかにしていることが重要な相異点であることが指摘されている。
　その結果として重松氏がいわれるように「問題解決の過程ということも，主として小学
校において問題となり，中学校ではあまり問題にされない」という状況が生じてしまった
といえよう。
　つまり，社会科の成立時点においては，中学校の側に，より多くの問題がはらまれてい
たことをそこから読みとることが可能である。（3）
　以上にみてきたことから，初期社会科の性格としては，小・中ともに同一原理のうえに
たって出発しながらも，構造上のわずかの相異が具体的な実践の段階をへることによって
大きな相異を生みだしてしまったということになるわけであるが，はたしてそれだけであ
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ったろうか。
　ここでこれらの問題を歴史教育の視点から見直してみよう。すると重松氏の指摘する「土
つの社会科」論にもかかわらず，これまであまり検討されることなく見すごされてきた重
要な問題につきあたる。
　それはさきに見た1950年前後の社会科批判の諸論が対象とする初期社会科のイメージが
小・中ともに完全にインテグレートされ，総合化されたものとしてとらえられたために，
初期社会科が構造的に内包していた矛盾を黙認していたことである。
　その矛盾とは，社会科の成立時点から，中学校2年（第8学年），3年（第9学年）に
一般社会科と並行して公然とr必修科目」として残された「国史」の存在である。
　社会科の成立をうちだした，1947（昭和22）年3月20日付の学習指導要領一般編第皿章
の三r新制中学校の教科と時間数」には，　r社会」が第七学年（中1）175時間，第八学
年（中2）140時間，第九学年（中3）140時闇，と明記されそれと並んで必修科目の欄に
別枠でr国史」　（のち昭和24年5月27日付文部省通達で日本史と改称）が，第八学年（中
2）35時間（週1時間），第九学年（中3）70時間（週2時間）と明記されているのであ
る。（4）
　そしてこの教科表についての注意事項をみてもr（社会科は）すでに小学校の場合に述
べたと同様である」とあるのみで，「国吏」については，いっさいのべられていない。こ
の一般編において前述したような新しい社会科の理論が打ちだされていることを想起すれ
ば，　r国史」の存在はやはりr異常」な設置のされ方であったといっても過言ではない。
　しかもr国史」設置を無視もしくは黙認する姿勢は，一般編のみでなく，同年5月5日
付で発表された社会科編（1）はもちろん，6月22日付の社会科編（H）においてもまっ
たくふれられず，それどころか前述したようにr社会科の総合的な学習は小学校からずっ
と行われて来たが中学校の全学年及び高等学校の一学年でもなお継続してこの総合的学習
がなされるようになっている」ことを強調し，そのための歴吏，地理，公民などをr生徒
の経験を中心として」数箇の大きい単元に総合し，教科による系統的学習をやめることを
公言しているのである。どうみてもr一般社会科」が中学における社会科のすべてである
と理解されるのは当然の読み方というものであろう。（5）
　このように，これまでの歴史的内容をつつみこんで，インテグレートされたことになっ
ている一般社会科に対し，まさに挑戦するかの如く，r国吏」が独立して設置されたこと
については充分に究明しておく必要があるように思われる。（6）
　なぜならば，そこに二つの理由があげられる。その一つは初期社会科が，その成立の時
点から解体につながる要因を認めて出発した，あるいは出発せざるを得なかったというこ
とである。それは初期社会科がまさに過渡的，実験的性格であることを自認していたので
はなかったかという，初期社会科の評価にかかわる問題だからである。
　他の一つは，戦前からの伝統的歴吏教育論が，社会科の成立によっていかなる変容をと
げたかという視点である。それは社会科の意義を認め，社会科としての歴史教育をすすめ
ようとする理論（筆者はそれを社会科歴吏論とよんでいる）と，社会科を否定し伝統的歴
吏教育を継承して社会科からきりはなすべきだとする主張，さらには社会科のほかに歴吏
教育を独立させ，歴吏教育の充実をはかろうとする主張など多様な展開を示すが，それら
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の動向をみても，初期社会科と並立されて存続したr国史」の果した役割は軽視できない
ものがある。少なくとも実質的に歴吏教育の社会科への統合を大きく妨げる結果をまねい
たことは否定できないし，また，いわゆる歴吏教育独立論を容易にすすめるための下地と
なっていたことも無視できないことであろう。
　そのような意味で，なぜr国史」が残存したか。また逆にいえば，なぜ社会科が一般編
の原理に従って，小・中ともに共通の社会科として同時に出発できなかったか。中学だけ
にr国史」を残してしまったのかという問題について検討してみたい。
　塚下にのべることは厳密には一つの仮説である。しかしごの30年の間に少からざる資料
が公表されており，それらの関連性をたどることは可能である。しかし決定的な問題は未
だにC　I：E関係の記録を充分に参照できないことであり，まだまだ今後に新しい資料が発
掘される可能性のある問題であろう。
2．「国史」存続の背景
　1947（昭和22）年6月，学習指導要領社会科編（丑）が発表された。それに応じて当
時，文部省初等中等教育局で中学・高校社会科の主任担当官であった勝田守一氏が，r社
会科に就いて　　特に中学校を対象として一」という一文をr社会科教育」誌に発表し
ている。その内容は新教科としての社会科の性格について具体的に解説したものである
が，その中にr歴史科と社会科」の一節を設けている。つぎに引用してみてよう。
　r歴吏教育は社会科といかに結びつくか，将来，根本的な問題であると思います。中学
二・三年においては，独立科目として国吏を課すことになっておりますが，このような点
から見ても，両科目の連関は重要な問題であろうと思います。歴吏教育はどんな目標をも
つ可きかについて根本的に考え直さなければなりません。歴史教育上，或時代の時代性を
知らせるとか，人物を知らせるとか歴史的の事件を知らせるとか，或は歴史的な把握能力
を養成するとかいう風に，いろいろな目標があろうと思います。しかし社会科の見方から
すれば，更に一歩突き進んで，これらの時代性，人物，事件というような要素を研究させ
ようとするのは何のためかということを考える必要があるのであります。こう考えれば歴
吏教育の目標と社会科の目的とに一致点が見出されるのではないでしょうか。
　現在では中学二・三年の通史的な国史と一般社会科とが平行して取扱われるようになっ
ていますが，歴吏そのものが既に社会科に含められる性質のものであることを認識して取
扱わなければならないと思うのであります。
　将来これらの事は，どうなるかわかりませんが，多分問題として取上げられるようにな
ると思います。」（7）
　ここでは学習指導要領では何ら記されていない社会科と独立科目としての国史との関連
性を重視すると同時に，明らかに従来の歴史教育論に対する批判が含まれていることに気
付くであろう。そして社会科における歴史教育観であれば，いわゆる真の歴史教育論とも
共通の目標に立ちうるとし1歴吏そのものが社会科に含まれるべきだと強調している。
　そしてこの論の最後において，さらにきびしい歴吏教育批判を展開する。rわが国のよ
うに通史をニケ年もかけて教授することがよろしいか，集約的に観察して必要の分だけを
とりあげて，しかも有効に真に歴史的な理解を発展させる目的を達せしめることがよろし
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いか。今後，研究すべき問題であると考えます。……以上のような精神にもとずいて，国
吏は独立した教科として残存しますけれども，社会の一部として之に融合せしめる様に取
扱われることを希望いたします。」（8）
　これは「社会科に就いて」という主題をこえて，終始，国史は本来社会科に融合さるべ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ざんき
きことの主張でありr国吏」を独立させてしまったことへの慧塊の念の吐露とみるのはあ
やまりであろうか。どう読んでも学習指導要領作成の過程で「国史」を残さざるを得なか
った何らかの事情に対する一つのプロテストである。
　勝田氏をしてこのように云わしめたr国史」残存の背景には何があったであろうか。少
し時代をさかのぼって検討してみよう。
　1945（昭和20）年8月15日の敗戦のショックはただちに国民の歴史意識を大きくゆさぶ
った。それは同時に支配体制の側にとっても重大なる危機であった。ところがはやくも8
月17目，文部省は勅令をもって国吏編修院を設置し，山田孝雄院長をおいて官選国史の編
纂を計画しているのである。（9）まずこの素早い対応には驚くべきものがあるが，この山田
孝雄氏を据えたところにその意図は明らかといえよう。明治，大正，昭和を通じての熱烈
なる国粋主義的国語学者，日本吏学者として知られ，神宮皇学館初代学長をつとめ，かつ
r国体の本義」の執筆者として有名であった。文部省の国史編纂の意図はその線で始めら
れたとみることができる。おりから8月17日に成立した東久逓内閣の主要な任務は，敗戦
という非常事態において，皇族の権威によって国体護持をはかるためであったことを想起
すべきであろう。首相の最初の記者会見が8月29日に行われたが，その際，民族の将来は
明治維新の五ケ条の御誓文によるべきだと述べ，明治維新の段階から民主主義の理念が存
在したかのごときすりかえのイメージを作りだすために，歴史をもちだしていることは注
目に価する。（10）
　このようなr国体護持」キャンペーンは，9月15日文部省のだしたr新日本建設ノ教育
方針」においてもr今後ノ教育ハ益々国体ノ護持二努ムルト共二，軍国的思想及施策ヲ払
拭シ平和国家ノ建設ヲ目途トシテ謙虚反省……」（11）を呼びかけている。
　そして，政府・文部省の上層部では，このころから国史の教科書をめぐって動いていた
らしく，勝田氏によれば，9月ごろr国史の教科書編纂について」というパンフレットが
文部省内で出されていたことが知られている。（12）
　その内容はr捉はれざる立場において史実を關明し，国史発展の大勢を把握せしめると
ともに，過去に対する反省と批判を行はしめ，もらて新日本建設に資すべき識見と教養を
得しめ，国民としての自覚と実践に培ふを国史教育の目的とす」という趣旨であった。こ
の趣旨のもとに，神話の慎重な扱い，目本民族の起源，日本国家の起源ともに神秘的，伝
承的扱いをやめ，合理的，科学的に究明すべきことをうたうなど，そこでは相当急速かつ
前向きに国史教科書編さんの動きが進行していたのである。
　11月17日文部省の「国吏教育ノ方針（案）」（13）がだされたが，それはr治安興亡政権移動
ヲ主トスル政治史上二偏スルコトナク，広ク社会的経済的文化的史実ヲ重視シ特二庶民生
活ノ具体的展開ノ様相ヲ明カニス」とあり，その教材の扱い方はのちの社会科における歴
吏教育の芽生えといえないこともない。しかし，その他にr我ガ国家社会ノ発展ノ皇室ヲ
中心トスルー大家族国家ノ形成過程タル史実ヲ明カニス」とあり，基本的には国体観念か
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ら脱却したものとは思われない内容であった。
　このように歴吏教科書の書き直し作業は，1945年秋には上にみた方針に基いて，編集担
当官の手によって始められ，C　I　Eの係官がその編集の協議に参加していた。（14）
　このような国吏教育の動向に断を下したのが，著名な1945年12月31日付r修身・日本歴
吏及ビ地理停止二関スル件」（15）のGHQ指令である。その条項の第一項の中には「日本政
府ガ軍国主義的及ビ極端ナ国家主義的観念ヲ或ル種ノ教科書二執拗二織込ンデ生徒二課
シ，カカル観念ヲ生徒ノ頭脳二植込マンガ為二教育ヲ利用」したことをあげ，授業停止に
ふみきった理由としている。この指令は文部省側にとっては，内発的に教科書作成を考え
準備をしていただけに大きな衡撃を与えた。この停止指令の評価について遠山茂樹氏は，
単にGHQによる停止令という側面だけでなく，国民の間に広がる天皇制・歴史教育批判
のたかまりをも考慮せねばならないことを指摘している。（16）具体的には11月10日と12月1
日，復活した歴史学研究会が主催してr国史教育再検討座談会」開かれた事情を意味してい
る。この座談会は戦後初めての歴吏教育を論ずる組織的会合として，戦後の歴吏教育の方
向に大きな影響力を与えたとみられる。そこでは従来の歴吏教育に教員の自主性なく，そ
の発言は教育技術の末節に限られ，みずから封建的軍国主義支配の支柱となり終ったこと
を指摘し，今後の歴吏教育論は歴吏学者の立場から起らねばならぬこと，歴吏学者は歴吏
教育家としての，歴吏教育家は歴吏学者としての自覚をもたねばならぬことが論議され，
とくに師範，高等師範教育の反動性に対しても鋭い批判を述べるような動きであったこと
が報告されている。（17）
　なお，日本歴吏等の停止指令がでるらしいことは海後宗臣氏などがすでに10月ごろから
C　I　Eのワンダリックから情報をえており，（18）もし指令がでた場合，この国吏，地理，修
身の分野をどう再建すべきか論じられ始めていた。その際，三科目の教科書をそれぞれ新
しい教材で作成することも必要であるが，一方では将来，この三分野の教材を総合して国
民生活に根ざす新科目を編成するのはどうかとの考え方もあったという。（19）
　さらにこの停止指令の情報に対応した動きかどうか明らかではないが，11月1日に文部
省内に自主的に公民教育刷新委員会が設けられたことはよく知られている。（20）この委員
会は勝田守一氏らの積極的な活動によって12月中に二つの答申（第1号は12月22日，第2号
は12月29日）を提出した。その内容は社会科の先駆として高く評価されるものではあるが，
勝田氏の言によれば「その委員会では歴史や地理は別の教科という考え方が強かったとみ
えて，別に触れませんでした。もっぱら修身や過去の公民科が対象になって検討されたと
いうのが事実です」（21）ということであった。
　このような動きの中で出された修身，国史，地理の停止指令は，授業停止のみならず，
全教科書回収という強硬な措置をともなっていたことなどで，文部省とくに教科書編集関
係者にとっては大きなショックであったことはまちがいない。
　しかし，修身，国史，地理の三科目授業停止という指令は，各科目ごとの新教科書編集
に拍車をかけると同時に，この三分野の教材編成を通じて社会科の成立へ進ませる起点と
もなっていたことに注目しなければならない。（22）
　翌1946年1月1日，天皇自らによるr新日本建設二関スル詔書」いわゆる天皇の神格否
定宣言がだされた。この宣言は折からたかまるアメリカ内部，連合国諸国，さらに日本国
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民の間の天皇制批判に対して大きなけん制を狙ったものであった。この宣言はGEQから
の示唆によって幣原首相が執筆し，C　I　E局長ダイク代将がアドヴァイスしたといわれて
いる。この人間宣言は，敗戦後の東久逓首相談話と同様，まず明治維新における五ケ条の
誓文をあげ「叡旨公明正大，又何オカ加ヘン」というものでr須ラク此ノ御趣旨二則リ
　…新日本ヲ建設スベシ」という形で，五ケ条の誓文を民主主義の原理におきかえてい
る。（23）しかし，天皇の神格を否定した点でわが国の歴史上特筆すべき宣言であり，一つの
変革であった。
　日本歴吏等の授業停止指令は，文部省によって冬休み明けの1月IO日付けで通達され
た。この時期，敗戦後の混乱と食糧危機の中で学校教育における歴吏授業はどうなってい
たのだろうか。1947年段階での高橋碩一氏の言をかりればr一部進歩的教員の場合を除い
たらそれはむしろ痴呆的表情を示した」　rこの空白時代を迎えて実際に生徒児童の悩みを
直接感ずるはずの中・小学教員の側から積極的活動が見られず，歴史教育研究会のごとき
が地方的に結成されても，従来の官僚のエジェントとしての伝達講習会を一歩も出でず，
今後の歴吏教育の改革が教員組織そのものに問題をはらむことを示したのである」（24）と
指摘されている。その点において文部省は先行をはかり修身，国吏，地理停止命令をうけつ
つも1月13日新しく安倍能成文相（前田多門氏は追放となった）を起用した。（25）一高校長
としてのネームバリューはもちろん，オールドリベラリストとしての期待をあつめなが
ら，いち早く文相としての行動に移っている。
　就任十日後の1月22日，C　I　E（民間情報教育局）局長のダイク代将と会談した。この
安倍・ダイク会談は社会科教育吏上，重大な意味をもっていたと考えられる。
　安倍氏が自ら記録した「文部大臣時代（26）」の中で会見の模様についてつぎのように記し
ている。r私は彼に向って，日本は敗戦国でアメリカは戦勝国であることを確認するが，
アメリカがその故をもって敢て真理と正義とを犯すとは信ぜぬ故に，私は主張すべきもの
は主張し，無理な約束はしないつもりだ，といった所，ダイク氏は同感を表し，教育の問
題は非常に重大で，若い人に大影響を与えるものだから妄に急いではならない。協議した
いと思われることがあらば，いつでもお出で頂きたいと答へ」たという。
　これは一つのレトリックでもある。彼はこの話のあとで真の目的である目本歴史の授業
停止問題を提出している。その点について「又，歴史の問題についての私の所説に対して，
ニューゼント中佐（C　I　Eの部員の一人……加藤注）も日本歴史は共産主義的見地から
も，民主主義的見地からも書かるべきでなく，ただ歴史的真実のみを規準とすべきだと私
に賛成し，ダイク代将も歴史の問題は重大であり，事は軍国主義による歪曲に止まらず，
外にも問題は多い。しかし正しい日本歴史のできるまでは歴史を教えない方がよいかと思
うが，これについては別の機会に御意見をも伺ひたい」という結末になっている。
　ここで「歴吏の問題についての私の所説」がふれられていないが，その点について結城
陸郎氏はr安倍文相の所論は超国家主義，軍国主義的宣伝のために用いられた虚偽の明白
な部分のみ削除して，従来の教科書を使用せんことを要望」（27）したことにふれ，安倍文相
に代表される文部省側の意図する新教科書は，旧来と大差のない歴史教科書であったこと
を指摘している。また安倍氏の自伝の中でニューゼント中佐をして代弁させているよう
に，共産主義，民主主義両者の立場からも書かるべきではないという，一見，公正の立場
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に立つかに思われる見解に対しては，井上清氏がすでにその当時（1946年6月）において
r実は民主主義の立場をあいまいにし，それとならんで他の非民主主義の立場を導入する
ことであり」　r実は昔のままの軍国主義，神秘主義，反科学的迷妄を残そうとするのであ
る」と強く批判している。（28）
　安倍文相はさらに2月11日，紀元節についてNHKlから放送しているが，その内容は，
「わが国社会の発展は，皇室を中心とする一大家族国家の形成過程たる吏実を明らかに
す」と述べて，神武紀元のあいまいなことを認めつつも「紀元節の価値をおとすものでな
い。二月十一日にはその式典を従来の通り行うべきである」と要求し，結局はその要求は
GHQによって実現しなかった。
　このような安倍文相の言動は，当時としては，未だにわが国の天壌無窮の歴史は「世界
吏の奇蹟」ととらえるような歪められた歴吏教育の影響から脱しきれないわが国指導者層
の意識の一端があらわれたにすぎず，それがむしろ当時の指導的立場に立つ人々の歴史意
識であったとみていいだろう。（29）
　つまり，日本歴史授業復活，あるいは新国史教科書の編さんを要望する指導層の考え方
をそこから類推できるのである。
　ただ留意すべきことは，この安倍・ダイク間のパイプが，社会科成立過程において国史
残存の方向に大きく作用したと思われることである。
3．社会科の構想と「国史」
　1946年は本稿の意図からすれば非常に重要な時期であった。前述した如く，安倍・ダイ
ク会談でダイクが発言したr正しい目本歴吏のできるまでは歴史を教へない方がよい」と
いう了解のうえに立って，歴史再開のためにもさっそく文部省は新しい目本歴史教科書の
編さんを開始しなければならなかった。
　その間，3月には米国教育使節団が来日し，4月にはGHQから報告書が発表されている。
（30）その内容を歴史・地理の分野についてみると，歴吏・地理を二つの科目として再編する
ことを基本線として勧告がなされ，時間をかけて両科目のテキスト書き直しがなされるべ
きだとしている。そのために文部省内のみならず日本の有能なる学者の委員会による日本
歴史の書き直しが指示されている。ここで注目されることは，1946年3月の段階で，報告書
には社会科の創設については全く考慮されていないという点であろう。ただ，第四章「教授
法と教師養成教育」において，教授法の具体的実例として，　r日本において修身，時には
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ソ　シヤルスクデイズ
「公民』と言われているもので， 合衆国では『社会研究』の一部になっているものであ
る。それは政治学，経済学，社会学及び倫理学をふくみ，学習者の成熟度に適応させてあ
る」と紹介されている程度である。この点について海後宗臣氏が強調するように教育使節
団は日本に対しては直接に社会科を設けて総合するような勧告はしていなかった。（31）
　したがってその間，国史の暫定教科書作成の作業は続行された。その中心は豊田武氏で
あったが，編纂の原則的方針は編纂委員会の坂本太郎，津田左右吉，和辻哲郎氏らの意見
に基いて省議としてきめられていたという。（32）この委員会の成果であるr暫定初等科国
史」上下二巻の稿本は一応完成したものの，C　I　Eからの批判をうけ，公表されなかっ
た。（33）その時期は不明であるが，1946年5月17日，C　I　Eからあらためて指示があり，（34）
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文部省外の歴史学者として家永三郎，』岡田章雄，大久保利謙，森末義彰の四氏を加え，全
く新しいメンバーによる日本史教科書の編集が再開され，これがrくにのあゆみ」とし
て，同年9月10日付で出版されるに至ったことはよく知られた事実である。ひき続き10月
19日小西四郎氏らによる旧制中学校用の「日本の歴史」，師範学校用の「日本歴吏」が出
された。（35）
　1946年10月12日，GHQは国吏の授業再開を許可し，同月19日，文部省はr国史の授業
再開に付て」を通達しr新国史教科書について」を発表した。さらに11月9目にはr国史
授業指導要項について」がだされ，（36）このような経過の中で，「くにのあゆみ」がまさに
批判の嵐にさらされるに至った。（37）
　このrくにのあゆみ」に集約される新しい歴史教育の構想は，r新国史教科書につい
て」でのべられているように，科学的，客観的態度，人民の歴史の視点，世界吏との関
連，社会経済吏，文化史の重視などたしかにそれまでのr国吏教育」の克服をめざすもの
であった。（38）
　しかし，多くのrくにのあゆみ」の批判がマルクス主義吏学の立場からであったとはい
え，その内容が皇室中心主義であり，歴吏を動かす主体がぼかされた妙に静態的な記述に
終始していたことは否定できない。家永三郎氏がr非政治的な実証主義の立場から教科書
を書けば，ああいうものにしかならないのは不可避であったと見るのが妥当である」（39）と
のべているが，問題は批判者の立場からもこのような教科書を現場の歴史教育において，
いかに生かしていくかという論争に発展させえなかった点はもっと追求されるべきであろ
う。rくにのあゆみ」の段階では歴史学者による歴吏論に終始し，それを実践すべき教師
たちからの真の歴史教育，歴吏学習論が表面にでないままに，社会科の成立に至り，社会
科批判へと転換していくのである。しかしrくにのあゆみ」は明らかにその後の歴史教育
の方向に大きな影響を与えている。（40）原始から現代に至る通史的とらえ方は，その批判の
対象となった問題点以上にr歴吏の流れ」のスタイルとして定着し，いわゆる社会科的発
想からの問題史的方法，倒叙的方法といった自由なきりこみ方を大きく制約する働きをも
ってしまったことは否めない。
　ここで注目せねばならぬことは，この「くにのあゆみ」批判がはなばなしく展開されて
いた時期に，新しい社会科の構想が同時に進行していたという事実である。
　社会科の構想がいつからかということについては未だ決定的ではない。勝田氏は，C　I
Eと関係なく，文部省内の有志によるカリキュラム研究委員会において（r公民教育刷新
委員会」とも別に）国民科的な広領域の考え方の発展として論じられ，そこからの発想と
C　I　Eのオズボーンとの折衝から得られたr社会科」のヒントが結びついて「公民教師用
書」の発行された10月までに名称が誕生したことを認めている。したがってほぼ9月ごろ
からとみられる。（41）
　海後氏も，1946年夏ごろからC　I　Eの編成が改められアメリカから社会科を実施して成
果をあげた多数の教育専門家が着任していたこと。また文部省内にも教育学者や教育専門
家が着任しており，C　I　Eと文部省内の教育専門家が社会科発足への協議を行い，それを
学制改革と結びつけ推進する方策を1946年夏頃に決定したものと推定している。そこでも
わが国の国民科との基本的な共通性と連続性を指摘している。
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　しかしながら，海後氏は社会科設置の方針を文部省がとったのはr米国教育使節団の報
告書の主旨を逸脱したもの」と断定している。（42）
　以上のことから「くにのあゆみ」の編纂やその批判の展開を通じて明らかにされてきた
新しい歴史教育構想のコースと，急速に形成されてきた新しい社会科のコースとはやや異
質の条件にあったことは否定できないであろう。しかし，社会科論に立つ人々にとっては，
必ずしもそうとは考えなかったようである。
　社会科構想に向けて，C　I　Eとの折衝を行うため1946年後半には社会科委員会が文部省
内に設けられ，新しい資料を中心に討論が行なわれた。その間の事情について勝田氏が
1959年にのべていることは歴吏教育の視点からきわめて重大な発言である。
　rその当時（1946年の終りごろ……加藤注）歴吏の方が相当問題を持っていて，社会科
に統合されたことに対しては反対意見が相当強かったし，安倍能成さんなんかもやはり動
いたんじゃないですか。日本歴史というものは日本独得だからという形で，歴吏が中学校
で残ったわけです。そういうことがあるものですから，歴史の方とインテグレートされた
社会科の方との連絡はあまり充分にはできなかった。」（43）
　つまり歴吏の方の反対意見が強かったことや，安倍能成氏の動きは，先述したように，
GHQとのパイプを利用しての国吏の独立を働きかけたふしが看取されよう。
　また勝田氏の1961年段階での別の発言をみると
　r私は，はじめは歴史の担当者たちも全部一緒になって，社会科の構想をつくりあげ，
緊密に内容を統一していくのがよいと考えていた。しかし歴史の担当者の方では，やはり
歴吏の独立を主張し，それに『くにのあゆみ』の編集やその他のこともあり十分に討論す
る余裕もなかった。また現場の教師たちの側でもr国吏」の独立については，かなり強
い要求をもっていたので，中学校の段階で日本吏が分離課程となる方向に固まっていっ
た」鯉
　というのである。つまり結論的には歴吏の担当者ぬきで中学校の社会科の構想がすすめ
られたのであった。
　社会科委員会のメンバーは初等，中等に分れて，C　I　Eの初等，中等の専門係官と連絡
をとりつつ1947年4月の新学期をめざして，学習指導要領の完成に没頭した。そのメンバ
ーを見ると教育学，地理教育専攻の人によって占められ，　「くにのあみ」に関連した歴史
学あるいは歴史教育研究者とみなされる人は含まれていない。この辺からも社会科の理論
構成にあたって，まず教育学者グループを中心とする動きが中核となっていたことが指摘
できよう。それに対して歴史学者のグループはrくにのあゆみ」を中心にまとまっていた
とみられる。そういう状況におかれた勝田氏はr当時の私は，率直にいって，それでは内
容的に十分に連関を得られないのではないかという危険を感じていた。もちろん，じっさ
いにどういう形で連関をつくりあげるかその具体的な姿はなかなかつかめなかった。統
合，相関その他のカリキュラム組織方法について多くの討論が重ねられた記憶があるが，
ともかく日本吏は，中学校段階で独立することが決定したのである」（45）
　ここに総合社会科をめざした社会科論者の立場とその苦悩が示されている。しかし氏は
またrしかし社会科学の知識と社会科の内容との統一は困難な問題であった」ことをのべ
中学校においてはr問題解決的方法といっても，教科の系統はやはり基本的には崩されな
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かった」（46）とものべているが，1961年段階の執筆であることを考慮する必要もあろう。
　では，いわゆる文部省内の歴史担当者は社会科の成立にどのようにコミットしていたの
だろうか。その点に関しては資料的に非常に少ないのが特色である。むしろ，委員会方式
をとることで外部の歴吏学者の動きとのつながりがあったことは想像される。その動きは
すでに学習指導要領社会科編（1）がでてから急速に展開した如くであり，勝田氏の前述
の発言以上に歴史担当者の側でのr国吏」存緯のための働きかけは，積極的なものがあっ
た模様である。
　歴吏の側からの論理は一本ではかった。一つは，アメリカ合衆国各州における社会科の
教科編成においては，総合化されインテグレートされた社会科のみではなく，社会科の中
にも歴史，地理，公民の科目にセパレートされた構造をもつものも少なくないことをあげ
て，総合化に対立したといわれる。（47）他の論理としては安倍能成氏に代表されるような
保守的立場からの伝統的歴吏の独立論も存在したことは，これまでの経緯からも類推でき
よう。
　さらにr国史」独立に影響を及ぼしたのは1947年1月31日，翌日に予定されていた2・
1ゼネストに対し，マッカーサーが中止命令をだしたことに象徴される占領政策の変化で
あった。最終的に1947年6月，学習指導要領社会科編（1）が発行されたが，一般社会科
と並行する形で「国史」が必修科目として存続を認められたことは，GHQの政策転換に
よるC　I　Eの最大の譲歩であると日本側にうけとめられていたふしがある。
4，社会科の成立と歴史教育
　前節までにみた経緯からr国史」が残存し社会科と並立した過程を推測すれば，冒頭に
引用した昭和22年版学習指導要領における「国史」についての意図的無視の背景が理解で
きるであろう。総合された社会科をめざす社会科委員会のねらいからすれば，　r国史」は
やはりのぞまれないr落し子」的存在であったし，歴史存続をのぞむ立場からは，社会科
における歴史教育の「橋頭墜」であった。
　とはいっても，歴史教育をも総合化した社会科論が，これまでのわが国の誤った国家主
義的歴史教育を是正し，現実の生活にねざし，真に歴吏のもつr過去は未来への決断を与
え，当来のありようを方向づける」という歴史の本来の意味を実現する方向にすすむこと
を期待する意見もいち早く公表されていた。
　和歌森太郎氏が1947年3月学習指導要領の発表前にr社会科と歴史教育」を発表し，新
しい社会科をrわれわれがどのようにくらして行ったらよいか，を学ばせる学科」ととら
え，本来なされるべきであった歴史教育を社会科のうちにおいて実現できることを喜び，
rいな，社会科教育をよりよく効果あらしめるためには，そういう歴吏教育がむしろ絶対
必要だと思わねばならぬ」と期待をよせた。その主張には氏が歴吏学と民俗学の方法的結
合によってえた歴吏観と歴史教育論が背景となっていた。そしてrくにのあゆみ」が所詮
「たみのあゆみ」ではなかったことに示されたように「旧来の歴史教育の型を打ち破って
真の歴史教育を行うについては制度的に社会科の教科がおかれて，いやでもそういう方向
へ促すわくが定められたことは如何にも結構であるけれど，なほ，歴史学自体がそうした
歴史教育の基底を正しく与えることが出来るよう，十分に用意するところがなければなら
／
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ぬ」（48）と社会科における歴史教育と歴吏学との充分なつながりの必要性を主張している。
　実はこの社会科における歴吏教育論の要旨は，明らかに総合社会科を前提として書かれ
ており，その後，中学社会科においてr国史」が残存する方向にいくことはまだ考えられ
ていなかった。
　ところが，同年6月に発表された学習指導要領社会科編（E）において，r国吏」が一
般社会科と並立することとなったが，その社会科における構造上の矛盾について，勝田氏
は前掲の如きr社会科に就いて一特に中学校を対象として　　」を発表した。そこでは
r歴史教育の目標と社会科の目標の一致」を主張し，　r歴史そのものが既に社会科に含め
られる性質のものである」ことを強調しているが，そこには，当時社会科批判のきびしく
なる中で，歴吏学者からの数少ない社会科擁護の積極的発言を行っていた和歌森氏の論旨
に共通するものがみられたのも当然であった。
　1948年1月，社会科の理論化に大きな役割りを果した馬場四郎氏はr社会科の本質」を
発表し，社会科と歴史教育との関連についてつぎのような発言をした。
　r問題解決のためには国史・東洋史・西洋史の別や時代区分にとらわれていては，材料
を自由に得てくることは困難である。したがってこうした時代区分の無視が行われる」と
問題解決学習における歴吏的教材の選択について大胆な見解を示し，それが問題解決を原
理にした科目の総合あるいは融合ということであると強調した。さらにその論理をすすめ
て，中学社会科に残された「国吏」についてはrこのまま国史をあの位置に介在させると
いうことは構造的な矛盾の存在を許し，相反する原理に立つものを無批判に並べたという
不合理を示しているであろう」（49）
　と，きびしく国吏の残存を追求しているのが反響をよんだ。ところが興味あることは，
rくにのあゆみ」を徹底的に批判した高橋磧一氏が同年5月r社会科の壁を破るもの」を
発表し，社会科批判を展開した中で，この中学校における「国史」についてどうみていた
かということである。氏は中学の一般社会科には歴史的要素がはなはだ少ないとし，それ
が「国史」をセパレートコースとして残していることから起った結果だとすれば，「社会
科の自殺行為」であるときめつけている。そしてrいまの社会科では歴吏教育はやらされ
ていないのである」と断定している。（50）しかし歴史教育を論じながらr国史」の存在を無
椀しているのはなぜだろうか。それについて「付記」にこの論稿は文部省の考える「社会
科の理想の形」つまり歴史の独立を認めない綜合社会科に向けて書かれたものという苦し
い弁解があり，しかも，セパレートゴースの「国史」について，自らが文部省の学習指導要
領編纂に関係しているため，（51）言及しなかったと記していることは理解に苦しむ論調で
ある。むしろ氏のいう文部省側が高橋氏をも含めて「国史」の内容検討に入っていたこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　へを裏づけているのではないだろうか。文部省内の歴史担当者がr国史」の存続をかちと
り，さらに在野の高橋，遠山，松島氏らをも含んで，社会科の中にr日本史」をうちだし
ていく布石が始まっていたとみる方が正しいであろう。
　この問題はその後に展開する歴史教育独立論とどう関わるか注目すべき点である。
　最後に社会科の成立期における現場の状況について，「国吏」はどのように行なわれてい
たかをみておこう。（52）すでに1947年4月文部省は発学185号をもってr社会科実施につ
いて」をだし，教科書r日本の歴史」上・下を用いて学習することは差支えないとされて
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いたが，同年6月，　r新制中学校の国史教科書について」がだされ，国史の教科書とし
て，rくにのあゆみ」上・下を使用して差支えないとされた。
　ところが「国史」の授業は中学校ではあまりきちんとは行われなかったらしい。岩浅農
也氏によれば，（53）それは教科書である「日本の歴史」が用紙不足などの原因で増刷できず，
生徒にまでは行きわたらなかったこ・と。またrくにのあゆみ」についても研究者からのき
びしい批判にさらされ，具体的に利用することに抵抗があったという事情もあった。
　さらに，教師たち自身，戦後のきびしい生活に追われ，精神的にも虚脱感に襲われてい
たことも，あげられる。
　とくに歴史に対しては戦前の国吏への反省・批判が根本的な気分として強かったために
熱意がなかった。そのうえ1947年に新制中学校が生まれて，一年生が入学して来たが歴吏
は二年生から，つまり次年度からということで教師たちのおもな関心は，新しくはじめら
れる社会科に集まっていたとみられる。
　これまでみてきたような文部省の社会科論やそれをめぐる「国史」存続の動き，さらに初
期社会科が構造的な矛盾を内包していたことも含んで展開する社会科教育論争などが，こ
のような戦後の社会的現実の中で展開され，また論争とはまったく無関心な教員層もつつ
みこんで戦後の教育が展開していくことをあらためて確認しておくことが必要であろう。
　本稿は最初の問題提起でのべたように，戦後，1950年前後からおこる多様な社会科論争
の前提をたしかめる意図からまず，社会科とr国史」の関連を1948年ごろまで追ってみた。
今後それがいかなる方向をたどるかr社会科歴史」の視点からさらに検討をつづけたいと
考えている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1g77．10．30）
注
1）たとえば，日本社会科教育学会編，r中等社会科教育概論」（鳳文閣，1971）p．10～11．
2）重松鷹泰「社会科教育法」　（誠文堂新光社，1955）p．23，
3）中学校側に多くの問題をはらんでいたことは，馬場四郎r中等社会科の教育計画一現代の分析と
　批判」（藤森七郎編，「社会科デモンストレーション」山海堂，1948）において具体的な指摘があ
　る。それによると小学校社会科の滑りだしは好調であるが，新制中学の目立つおくれは，校舎，設
　備，教師の不足など，不完全な新制中学のシステムがあげられている。さらに学習指導要領社会科編
　の（1）と（■）の構成の相違をあげ，地域的な年次教育計画をたてず，文部省の試案そのままの学
　校が多いことをあげている。そしてこのような中学の社会科が小学校に波及することを心配している
　ことは注目される。
4）ここで設けられた必修科目「国史」は「社会科」に含まれるかどうか問題であった。文部省通達
　r社会科実施について」（学185号，昭和22年4月22日付）によればr第八学年，第九学年において
　課せられる社会科中の国史は教科書r日本の歴史上・下』を用いて学習を実施することは差支えな
　い」（引用文中の’〃》一は加藤が付した。以下も同様）とあり，社会科に含まれる表現をとっている。
　　しかし，学校教育法施行規則（昭和22年5月23日付）54条では，必修教科として社会科があるだけ
　で国史や日本史という名称はまったくないのである。中等社会科担当の勝田守一氏が昭和22年6月，
　「社会科について」を発表した中で，「中学二，三年においては独立科目として国史を課すことにな
　っております」とのべ，さらに「国史は独立した教科として残存します」と科目と教科両様の発言を
　しているが，いずれにしても社会科と両立する科目（教科？）としてとらえ，その独立性を強調して
　いる。その後になって，文部省通達（文初中381号，昭和26年4月17日付）に，おいて「習字および日
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本吏は，それぞれ国語および社会の一部として掲げられていたのにすぎませんが，独立教科のような
誤解を与えがちであった」ことを認め「国語あるいは社会の一部としてどの学年で授けても，あるい
　は時間を特設せずに国語や社会の教育計画中に融合させて，授けてもよいわけであります」と指示
　し，r目本史」が社会科の中に含まれ，時間数も社会科としてのみ示されるようになった。
　　この日本史の二つの扱い方は，昭和26年版中学校高等学校学習指導要領社会科編1においても受け
　つがれた。
5）この昭和22年版学習指導要領の「国史」の特別な取扱いについて，昭和26年版学習指導要領におい
ては見解を示している。それは「ところで中学校の社会科で，日本史が別に設けられてもよいことに
　なっていることは矛盾のように見える。事実，日本史を一般社会科と別個に課さなければならないと
　いう積極的理由は存在しない。」と日本史の独立する積極的意味を一応否定しつつも，「しかし，一
　　ドロヘハ　　方，過去の日本史が極端な日本中心主義の思想の養成に大きな役割を演じていたことは否定できな
　い。自分の国の歴史について，このようなかたよった考え方を教えてきたことは，日本の教育にとっ
　て不幸なことであったといわなければならない。
　そこでせめて義務教育の間に生徒に，目本の現代社会の歴史的背景を誤りなく理解させたいとのこと
　から，これが別個に設けられてもよいことになっているにすぎない」とのべている。こういう理由で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あれば，昭和22年版において示されるのが当然であったと考えるが，それがなしえなかった事情こ
　そ，社会科成立をめぐる内部不統一を物語っていたのである。その問題はこの昭和26年段階でも尾を
　引いていたことは，上の文章に続いてつぎの文があることに示されている。「しかしながら，日本吏
　を別個に課さなくとも，一般社会科の中でじゅうぶんにその目的が達せられるように計画することも
　可能である」。
6）このような疑問については，従来社会科教育史にはあまり取りあげられず，おおよその類推にもと
　づいて，既成事実として認められて来た。管見の限りでは，大森照夫氏の「社会科基本用語辞典」
　（明治図書，1973）における「歴史独立論」（p・229）の項目において，この匡1史の問題にふれ，
　「ここに社会科発足当初における国史（日本史）のカリキュラムの中における位置づけのあいまいさ
　がうかがわれるとともに，歴史独立論の崩芽を見ることができる」と問題を示唆していたにとどま
　る。なお，平田嘉三氏「日本における系譜と実践」（「社会認識の形成」現代教科教育学大系3，第
　一法規，1974）においては「昭和26年版の中学校社会科の性格のあいまいさやそこにみられる日本吏
　的内容の問題点」を重視しているが，その「あいまいさ」の背景こそが問題であった。
7）勝田守一「社会科について」（「社会科教育」1947年6月号，「社会科教育史資料」4（東京法令
　出版，1977）P．35，
8）勝田，前掲書，p．36。
9）「社会科教育関係年表」（「社会科教育史資料」4）p・648・
10）歴吏学研究会編「戦後日本史，1」（青木書店，1961）p・54～5・
11）社会科教育吏資料，1，p．15、
12）勝田守一発言，対談「学習指導要領の改訂問題」（新教育の実践大系皿r社会教育の歩み」1959，
　r社会科教育史資料」4）p．1L
13）日本民間教育団体連絡会編，「日本の社会科三十年」　（地歴社，1977）p．17より引用。
　　なお，この吏料は岡津守彦編r戦後日本の教育改革7，教育課程，各論」（東大出版会，1969）p．
　165．に，7ケ条にわたって紹介されているが，この引用文と一部異なる。なお，同書で海後宗臣民
　が原文はr戦後教育資料n－11，r公民教育刷新委員会関係」の附録資料（国立研究所）と出典を示
　している（p．34．注⑧）
14）海後宗臣，「社会科成立の基盤」（前出，岡津編「教育課程各編」）p・18・
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